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博⼠論⽂全体の要旨 
 
本研究は、近代の河川舟運研究への地理学からのアプローチとして、歴史 GIS の手法を
用いて、日本のなかでも河川舟運が盛んであった淀川流域を事例に、明治中期から昭和初期
にかけての河川舟運の盛衰過程を明らかにしたものである。本研究ではまず、3 点の研究課
題を提示した。その第 1 は従来の河川舟運研究では、河川舟運の空間的検討が不十分であり、
近代の河川舟運が流域全体を通して、どのように変化し、その変化にはどのような地域差が
あるかについて明らかにすること、第 2 は歴史 GIS データベースを構築し、それを用いて
時空間分析を行うことで河川舟運の盛衰過程の要因を考察すること、第 3 は河川舟運研究に
おける歴史 GIS を用いたアプローチの有効性を検証することであった。 
具体的には、まず明治期における全国の河川舟運について概観し、なかでも舟運の盛んに
行われていた淀川流域・木曽三川流域・利根川流域の三流域を事例に、舟運の地域差を検討
した。流域単位で河川舟運を比較することによって、従来の研究とは異なる視点や舟運の地
域差にまで言及し、淀川流域の特徴を位置づけた。次いで実証研究として、淀川流域を対象
に、明治中期、明治中期から後期、大正期から昭和初期の 3 つに時期区分し、それぞれに対
応する歴史 GIS データベースを構築し、時空間分析を行った。 
本研究の成果は、以下の 3 点に集約される。①淀川流域における近代河川舟運の盛衰過程
は、Ⅰ期「舟運発展期」、Ⅱ期「舟運再編期」、Ⅲ期「舟運停滞期」、Ⅳ期「舟運存続期」
の 4 期に分けられることを提示した。②淀川流域では明治中期から昭和初期にかけて河川舟
運の形態が変化しつつも、上流・中流・下流に河川舟運の核となる拠点が存在し、それらが
連携し、緊密な関係にあったことが、昭和初期まで舟運を存続させた要因であるという結論
を導き出せた。③河川舟運研究において、「市郡単位での分析」「市町村単位での分析」「浜・
港単位での分析」という 3 つの時空間分析を実施した。その結果、歴史 GIS の有効性につ
いて、「全国レベル」「流域レベル」「地域レベル」のマルチスケールで河川舟運を検討す
ることを示すことができた。 
以上のように、本研究では淀川流域における近代河川舟運の盛衰過程を解明するとともに、
河川舟運研究への歴史 GIS を用いた研究アプローチの有効性を明らかにすることができた。 
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第 1 章 序論＜要約＞ 
本稿で対象とする河川舟運とは、河川・運河・湖など内陸から河口までの水辺空間にお
ける物資および旅客の輸送のことである。本稿では、近代日本のなかでも河川舟運が盛ん
に行われていた淀川流域全体を対象に、明治中期から昭和初期に絞り、広域的な視点で河
川舟運の変化を明らかにする。河川舟運は 1 つの河川や 1 つの浜・港で行われるものでは
なく、河川と河川、河川と港、浜と後背地などのように、空間と空間をつなぎ、そこに様々
なネットワークが介在し、複雑化している。それゆえに、これまでの研究では、その 1 つ 1
つを積み重ねていくようなミクロな視点でのアプローチが多かった。本稿は、それとは異
なり、河川舟運を流域全体から捉え、そこから舟運の地域差を明確にし、最終的には舟運
の変化についてその要因を分析したい。こうしたアプローチを容易とするのは、GIS
（Geographic[al] Information Systems：地理情報システム）の利用であると考える。近年では
歴史資料を対象に分析する「歴史 GIS」という分野が確立し、研究が進められている。本稿
では、従来の河川舟運研究では検討されてこなかった GIS の有効性、歴史 GIS からのアプ
ローチの必要性についても検討したい。 
 具体的には、第2章では、近代の河川舟運に関する研究と歴史GISを用いた研究をレビュー
し、従来の研究における課題を挙げる。第 3 章から第 6 章では、まず、明治期の統計を用
いて、淀川流域における河川舟運の特徴を明らかにするために、近代日本のなかでも淀川
流域と同様、舟運の盛んに行われていた木曽三川流域と利根川流域を事例に、三流域の比
較を行う。これまで黒崎千晴や小野寺淳によって全国の主要水系単位で河川舟運を比較し
た研究はあるものの、流域内の支流を含めた詳細な検討はなされていない。本稿では、三
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流域を対象に、1890・1900・1906（明治 23・33・39）年の 3 時点における河川舟運を地図
化し、よりミクロな視点で舟運の地域差を分析する。 
次に、明治中期から昭和初期に編纂された統計や地図などの資料をもとに構築した歴史
GIS データベースを用いて、「明治中期」「明治中期から後期」「大正・昭和初期」の 3 つの
時期における淀川流域の河川舟運の変化について明らかにする。明治中期では、1889（明
治 22）年における船舶定繋地と明治 10 年代の浜・港の分布を地図化し、鉄道敷設が急速に
進む以前の河川舟運の状況を解明する。明治中期から後期では、1890・1896・1900・1906
（明治 23・29・33・39）年の 4 時点における河川舟運と、同時期の鉄道による乗車人員や
移出貨物量などを比較しながら、舟運の盛衰の地域差、舟運と鉄道との関係について検討
する。大正・昭和初期では、1913（大正 2）年から 1937（昭和 12）年における河川舟運の
変化を概観し、大正末期から昭和初期における駅周辺の舟運について検討する。これらの
検討を通して、第 7 章では、淀川流域における河川舟運の盛衰過程について考察し、河川
舟運研究における歴史 GIS の有効性について述べる。 
 本稿では、河川舟運を歴史地理学的・交通地理学的アプローチで扱うとともに、地理情
報科学の手法である歴史 GIS からのアプローチも組み合わせることで、新たな河川舟運研
究を構築する。歴史 GIS を用いる意義については、これまで課題に挙げられてきた「河川
舟運の時間的・空間的分析」を行うために、それを容易とする歴史 GIS の援用が有効と考
えるからである。本稿では、河川舟運の変化を明らかにするために、その時期ごとに歴史
GIS データベースを構築し、時間的・空間的に分析を行う。その分析結果の解釈については、
これまでの歴史地理学的手法を用いて、河川舟運の変化（本稿では盛衰過程と呼ぶ）を検
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討する。本稿では、淀川流域における河川舟運の可視化や時間的・空間的な分析を行うた
めに、地図を基盤としたデータベース構築・分析用の GIS ソフトウェアである ESRI 社の
ArcGIS を用いる。 
 
第 2 章 河川⾈運および歴史 GIS における研究動向と課題＜要約＞ 
 河川舟運研究における課題を挙げ、河川舟運研究に歴史 GIS を援用させることによって
どのような研究アプローチが可能かを明確にし、次章以降につなげる。従来の河川舟運研
究では、以下の 3 つの課題が挙げられる。第 1 は空間的検討の問題、第 2 は河川舟運にお
ける比較研究の問題、第 3 は近年の地理学界における河川舟運研究の不足である。従来の
研究では、地理学を除いて空間的検討が不十分であったが、資料を Excel で統計表にするだ
けではなく、統計表に記載された位置情報を用いて GIS 上に点データとしてプロットする
ことによって地図ができる。ここでは、1889（明治 22）年の河岸場（浜）の立地を地図化
した様子を示したが、河川舟運研究では、まず物資や旅客を荷降ろしする河岸場（浜）や
港の状況を明らかにすることが研究の出発点だと考えている。そして、Excel データと地図
データ（点）を GIS 上で結合（マッチング）することによって、河川舟運で使用された小
船や水田耕作船、さらには災害時に使用された水災予備船の分布まで容易に地図化できる。 
 時間的検討については、上記と同様に、資料を Excel で統計表にし、それらの Excel デー
タと市町村単位の地図データを結合させることによって、年次ごとの地図が作成できる。
ここでは、1890（明治 23）年と 1900（明治 33）年の 2 時点における船舶数の変化を示して
いるが、河川舟運で使用された船舶が地域によってどのように変化しているのかを分析で
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きる。また、GIS は縮尺を自由に変更することができるため、他の河川との比較研究も可能
となる。さらに、構築した GIS データを重ね合わせることによって、空間的・時間的検討
もできる。1980 年代後半にはじまった GIS 革命以降、GIS は量的なデータを分析対象とす
る認識が強いが、課題の 3 つ目に述べたような聞き取りなどの質的データを用いた分析も
近年注目されている。これまで分析データとして扱われてこなかった河川舟運に関する膨
大な情報を、今後 GIS 上でデータ化し、分析していくことが望まれる。このように、本稿
では歴史 GIS を援用することで、従来の河川舟運研究の焼き増しではなく、新たな切り口
になることを次章以降で検討していきたい。 
 
第 3 章 明治期における河川⾈運の地域差 
―淀川流域・⽊曽三川流域・利根川流域を中⼼に―＜要約＞ 
本章では、三流域における舟運の地域差を検討してきたが、舟運の変化は流域によって
異なり、流域面積とは関係なく、支流や湖沼、都市域、主要港の有無によって舟運の様相
が異なることが明らかになった。検討した結果、淀川流域は三流域のなかで最も面積が狭
いものの、舟運で使用する小船数や、舟運を担う舟夫数は最も多く、他流域と比べて流域
全体で広範囲にわたり船舶の分布がみられた。とりわけ、上流の琵琶湖東岸、中流の京都
市、伏見町を含む巨椋池周辺、河口の大阪市、尼崎町と、上流・中流・下流にそれぞれ船
舶および舟夫の集中地域が存在していた。木曽三川流域では、木曽川、長良川、揖斐川の
中流でも船舶・舟夫はみられるものの、下流に一極集中している。利根川流域では、流域
面積が広く、渡良瀬川や鬼怒川、小貝川などの支流のほか、霞ヶ浦、北浦、さらに江戸川
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河口、利根川河口があり、いくつもの集中地域は存在するものの、江戸川と利根川の分流
点から下流に偏りがみられた。 
明治初期からの鉄道開通以降、河川舟運は輸送速度や安全性では鉄道に劣るものの、輸
送コストで有利な交通手段として利用されてきた。また、輸送コストだけではなく、物資
の生産地から運搬地へのアクセシビリティも重要であり、鉄道の開通以後、すぐに舟運で
運ばれていた物資が鉄道へ代替し、衰退の一途をたどるわけではなかった。このような点
を考慮すると、淀川流域では琵琶湖東部・京都市周辺・大阪湾周辺の三大集中地域を鉄道
が走るため、他の二流域と比べて、鉄道と舟運との間に競合・代替・補完の関係があった
ものと考えられる。本章では船舶数および舟夫の分布を検討したにすぎないが、淀川流域
の舟運は上流・中流・下流の 3 つの船舶集中地域が存在し、それらの連携が強かったため、
船舶数の減少も少なく、流域全体で舟運が盛んに行われていたという特徴を持つことが明
らかになった。第 4 章以降では淀川流域を事例に、さらなる検討を進める。 
最後に、第 3.2 節では、第 3.1 表をもとに各水系の河舟石数や輸送力について検討したも
のの、それらの数値と本章で検討した流域単位における船舶数および舟夫を分析した結果
を比べると、三流域における河舟石数と船舶数の値が、あまりにも乖離しているように思
える。第 3.1 表に記載された 1899（明治 32）年の河舟石数は淀川が 256,032 石、利根川が
222,667 石、木曽川が 213,271 石と大きな差はないものの、1900（明治 33）年の船舶総数は
淀川が 32,157 隻、利根川が 45,018 石、木曽三川流域が 15,058 隻と、倍以上の差が生じてい
る。また、淀川流域のように航路延長が 89.64 里と利根川の 176.28 里と比べて極端に短い
場合、輸送力が高いのは当然である。黒崎が算出した水系当たりの輸送力（河舟石数（B）
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/航路延長（A））は、流域の状況を表しているとはいいがたい。今後、他の流域を比較する
上でも、河川舟運の輸送力の基準を再編成し、検証していかなければならないだろう。 
 
第 4 章 明治中期における淀川流域の⾈運の実態 
―浜・港・船舶定繋地に着⽬して―＜要約＞ 
本章では、明治中期における淀川流域の舟運を検討するために、『徴発物件一覧表』（明
治 23 年版）に掲載された「船舶表」と「府県統計書」の 2 つを資料に、浜・港・船舶定繋
地の GIS データベースを作成した。そして、構築した GIS データベースを用いて地図化し、
明治中期の舟運の状況を明らかにした。得られた知見は以下の通りである。 
まず、「船舶表」をデータベース化した結果、全国における船舶定繋地は 14,635 カ所ある
ことが判明した。このうち、淀川流域を対象に GIS データベースを構築した結果、定繋地
は 576 カ所あることが明らかとなった。 
次に、明治中期における淀川流域の浜・港について、「府県統計書」に記載された浜・港
や通船可能な河川の情報をもとに地図化した。その結果、明治 10 年代の浜・港の分布だけ
ではなく、通船を行っていた河川も地図化（可視化）し、浜・港は滋賀県が 22 カ所、京都
府が 92 カ所、大阪府が 37 カ所と、計 151 カ所存在していたことを明らかにした。この作
業のなかで、「府県統計書」に記載される情報の欠点についても浮き彫りにした。 
さらに「船舶表」の GIS データベースを用いて、分布のみならず、船舶の隻数や種別に
ついても浜や川岸、大字単位の詳細な検討をした。その結果、どこにどのような船舶が使
用されているかを、具体的な地図をもとに明らかにすることができた。 
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第 5 章 明治中期から後期にかけての淀川流域における⾈運の変化＜要約＞ 
本章では、淀川流域を対象に、明治中期から後期にかけての舟運の変化について、明治
期に編纂された統計書を資料に歴史 GIS データベースを用いて、検討した。得られた知見
は以下の通りである。 
まず、明治中期から後期における舟運の変化と鉄道との関係について、『徴発物件一覧表』
と「府県統計書」、『鉄道局年報』を用いて 3 つの検討をした。1 つ目は、『徴発物件一覧表』
（明治 24・30・34・40 年版）を用いて、明治中期（1890（明治 23）年から 1896（明治 29）
年）と後期（1900（明治 33）年から 1906（明治 39）年）の船舶数の変化率を求めた。その
結果、1896（明治 29）年から 1906（明治 39）年までの 10 年間に約 2,400 隻が減少したこ
とを明らかにした。また、ここで算出した変化率と鉄道路線を重ね合わせして、事例を挙
げながら舟運の衰退と鉄道との関係性について分析した。 
2 つ目は、「府県統計書」と『鉄道局年報』を用いて、淀川流域内の鉄道路線の変化につ
いては検討を試みた。その結果、淀川流域内では乗車人員・移出貨物量ともに中期から後
期にかけて倍増していることが明らかになった。また、流域内で乗客数の多い鉄道路線に
着目し、1910（明治 43）年の時点で最も多かった東海道線（神崎―山科駅間）では 740 万
人、2 番目に多い南海本線では 706 万人が利用していたことがわかった。これに対し、同年
に開業した京阪電気鉄道（天満―五条駅）では、672 万人もの乗客数を有しており、上位 2
つの路線に匹敵するほど多いことが明らかになった。これは、京阪電気鉄道に並行する淀
川の舟運にとって大きな影響を及ぼしていたことが想像できる。 
3 つ目は、『滋賀県統計書』を用いて、明治後期の琵琶湖舟運の変化について検討した。
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1907（明治 40）年から 1910（明治 43）年にかけて、琵琶湖での汽船乗客数と移出貨物量は
増加していることが明らかになった。また、明治中期から港の数が増大していることがわ
かった。そして、これらの 3 つの検討をもとに明治中期から後期にかけての船舶数の変化
と鉄道との関係について考察し、鉄道路線の通る地域では、これまで増田廣實や老川慶喜
らが他の地域で解明してきたように、淀川流域においても鉄道と舟運の間に補完関係があっ
たことを導き出した。 
 
第 6 章 ⼤正期から昭和初期にかけての淀川流域における⾈運の変化＜要約＞ 
本章では、淀川流域を事例に大正から昭和初期にかけての舟運の変化について、「府県統
計書」と「駅勢要覧」をもとに検討してきた。得られた知見は以下の通りである。 
まず、大正から昭和初期にかけての船舶数は流域全体としては衰退傾向にあるものの、
舟運が維持され、活発に行われていた地域もあった。とりわけ、上流の滋賀県（琵琶湖）
と下流の大阪市では、昭和 10 年代においても約 1 万隻存在していた。一方、衰退の著しい
中流（桂川・宇治川・木津川）では 1913（大正 2）年から 1937（昭和 12）年にかけて、船
舶数が半減した。 
次に、「駅勢要覧」から大正・昭和初期における舟運の状況を検討した結果、58 カ所の駅
で舟運との関係がみられた。「湖上汽船」、「舟運」、「水陸連絡」、「海運連絡」、「筏」の 5 つ
に分類し利用者特性による舟運の実態に着目したところ、58 カ所のうち 26 カ所で工場によ
る舟運利用が確認できた。また、駅周辺に艀舟を有する駅が 18 カ所あり、「水陸連絡」や
「海運連絡」の機能を持つ都市部（大阪市・尼崎市）のみならず、都市郊外の寝屋川流域
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や中流の木津川でもみられた。本稿では「駅勢要覧」に記載された統計や記述から、「府県
統計書」の船舶数だけでは検討できなかった駅周辺の舟運の状況を把握することが可能と
なった。 
これらの知見から、大正・昭和初期における舟運の衰退傾向の地域差について検討した
結果、以下の 3 点にまとめられる。第 1 に、上流の琵琶湖では「湖上汽船」のほか、漁船
だけでなく物資を運ぶための輸送船が存在し、内陸部では堀やクリーク、農業用水路が通
船路として使用され、田舟などの小船が航行していたため、舟運は衰退することなく継続
的に利用されていたと考えられる。第 2 に、中流では衰退が著しかったものの、鉄道やト
ラックなどの陸上交通では運びにくい危険物や燃料、食料品、工場出荷製品の輸送に舟運
が利用されていた。その理由として、生産地から到着地までの運搬面において高次の利便
性や低廉な輸送コストがあったことが考えられる。第 3 に、下流では「水陸連絡」や「海
運連絡」がみられ、内陸舟運は鉄道や海運と連携することで、衰退するどころか、むしろ
物資輸送の重要な役割を果たすとともに、最盛期を迎えたことが考えられる。以上のよう
に、舟運の形態の違いによって衰退傾向に地域差がみられた。 
そして、大阪市内の淀川駅を事例に、航空写真から舟運と鉄道駅の変化を検討した結果、
統計書ではみられない船舶の形式や、停泊している船舶数の変化が明らかになった。近代
の舟運研究では、航空写真や古写真を用いたデジタル技術を駆使した分析も有効なのであ
る。従来の舟運研究では、明治中期からの鉄道敷設により舟運は衰退、もしくは鉄道と競
合補完関係にあることが議論されてきた。本章では、大正・昭和初期において舟運の衰退
傾向に地域差はみられるものの、鉄道やトラックなどの陸上交通が卓越しても船舶が消失
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することはなく、舟運が輸送面において陸上交通の補完的役割を果たしていたことが明ら
かになった。 
 
第 7 章 考察 および 第 8 章 結論＜要約＞ 
本稿の大きな成果として、以下の 3 つが挙げられる。1 つ目は、淀川流域における近代河
川舟運の盛衰過程をⅠ期「舟運発展期」、Ⅱ期「舟運再編期」、Ⅲ期「舟運停滞期」、Ⅳ期「舟
運存続期」の 4 つに分けられることを考案したことである。2 つ目は、淀川流域では明治中
期から昭和初期にかけて河川舟運の形態が変化しつつも、上流・中流・下流に河川舟運の
核となる拠点が存在し、それらが連携し、緊密な関係にあったことが、昭和初期まで舟運
を継続させた要因であるという結論を導きだしたことである。そして、3 つ目は、河川舟運
研究における歴史 GISの有効性について、「市郡単位での分析」、「市町村単位での分析」、「浜・
港単位での分析」という 3 つの時空間分析を提示するとともに、「全国レベル」、「流域レベ
ル」、「地域レベル」のマルチスケールで検討することの重要性を示したことである。 
 上記でまとめられた本稿の結果から、以下 2 点の意義を指摘することができる。まず、
従来の河川舟運研究の課題で挙げた「空間的検討」と「比較研究」の問題についてである。
本稿では、明治中期、明治中期から後期、大正・昭和初期の 3 つ時期の歴史 GIS データベー
スを構築することで、淀川流域における近代の河川舟運を時間的・空間的に分析すること
ができた。これらの分析で作成した地図はいずれもこれまでにないものであり、構築した
歴史 GIS データベース自体が研究の基盤になっている。従来の研究では論文や書誌などに
地図を掲載するのみであったが、本研究の成果は今後、他の流域と比較検討を行う上で、
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有効に活用できることが明らかになった。 
次に、本稿では流域単位で河川舟運を検討することが、地域差を見出す上で有効である
ことを提示することができた。特に、全国のなかでも河川舟運が盛んに行われていた淀川
流域においては、琵琶湖の湖上舟運、桂川・宇治川・木津川などの支流、中継地としての
京都市・伏見港、さらには三川が合流した淀川、海運と河川舟運の結節点である大阪市・
大阪港、という、いくつもの河川・湖・都市部などの要素が混在しており、複雑であるが
ゆえに、これまで 1 つずつしか検討がなされてこなかった。本稿では、これらをひとまと
めに検討することで、明治中期から昭和初期にかけての河川舟運の盛衰過程を検討するこ
とができた。 
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